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はじめに
家電品流通は，日本において時系列的にみるとかな
りの変化を遂げてきているし，各国間でかなりの違い
がある。日中韓でみると，日本ではメーカー系列店中
心の流通から現在は家電量販店が流通の主導権を握る
ようになり，中国では生産段階の競争構造や急速な市
場経済化を背景に国美電器や蘇寧電器（2013 年、蘇
寧雲商に変更）などの家電量販店が急成長，韓国では
家電産業は複占構造で二大メーカーのチャネルパワー
が強力で，生産者主導の流通が貫徹している。
アメリカではサーキットシティが経営破綻し，唯一
残った大手家電量販店ベストバイも，ウォルマートや
ネットショッピングとの異業態間競争に苦戦してい
る。ヨーロッパではメトロ傘下のメディアマルクトが
ドイツの他，イタリア，スペイン，ポーランドなど
ヨーロッパ 14 カ国に 580 店舗以上展開している 1）の
を例外として，家電量販店の海外進出は進んでいな
い。何故，家電メーカーの海外マーケティングは活発
なのに，家電品流通の国際化は遅れているのか。
小売市場がオリンピック現象化している中国市場に
おいては，百貨店，総合量販店，各種専門店チェー
ン，コンビニエンスストアなど国内と国外のさまざま
なプレーヤーが各分野で参加し激しい競争が行われて
いる。しかし、家電量販店のベストバイやメディアマ
ルクトは中国市場に参入したが，狙い通りに展開しな
かった。ヤマダ電機も 2010 年に進出し，3 店舗オー
プンしたが，政治情勢が悪化するなかで南京店と天津
店を閉鎖する一方で，店舗展開を停止している。
日中韓の東アジアに限定しても，家電品の流通構造
はそれぞれ異なる特徴をもっている。そして家電量販
店の国際化は遅れている。もし家電品流通のグローバ
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2ル化が進捗するならば，異質性が後退し類似した構造
に向かい国際比較研究の意義が薄れるかも知れない
が，しかし調査分析を進めていくとかなり異質な実態
が浮かびあがってきた。
ここでは，まず，日中韓を念頭に家電品流通の国際
比較の理論的枠組みを検討する。それは，比較の方法
論を確立することにより家電品流通の現象を記述し，
説明し，予測し，異質な実態の合理性を理解するため
である。次いで，異質性はグローバル化の遅滞と表裏
一体の関係にあると思われるので，今まで提示されて
きた小売業国際化のモデルをレビュし，グローバル化
をめざす小売業をとりまく諸条件や諸要因のもとで何
故家電量販店の海外進出が進まないのかを検討する理
論的枠組みを構築する。その際，小売国際化を促進し
たり，抑制したりするのに大きな役割を果たす外部要
因，すなわちプル要因とプッシュ要因の分析は詳細に
行う。
従って，本論文の第一義目的はモデル構築や実践的
な戦略提案することではなく，今までの小売業の国際
比較と国際化に関する研究成果を批判的にレビュする
ことにより，家電品流通の分析するための理論的ベー
スを提供することにある。
Ⅰ　家電品流通の国際比較の理論的枠組み
家電品流通の国際比較の理論的枠組みを検討する前
に，流通の国際比較の概念についてみてみよう。流通
の国際比較とは「異なった国の流通を比較することに
より，流通機構，流通機関，流通制度，流通活動にお
ける国家間の異同を発見し，それらがいかなる社会
的・経済的環境のもとで発生するのかを明らかにする
こと」である 2）。ただし，類似性と異質性を明らかに
しただけでは意味がなく，重要なことは「そのような
類似や相違が，それぞれの国の流通生産性にどのよう
に結びついているのかを明らかにすることである。そ
のことを通じて流通がどのような方向に変化するのが
望ましいのかを知り，政策的貢献を行うことができ
る」3）。これに対して，塩路［2002］は，類似性と異
質性を明らかにしただけでは意味がないという見解に
同意できないとし，まず異同を明らかにすることが，
たとえば複数国間の摩擦除去する場合の出発点となる
としている 4）。しかしながら，類似性と異質性を明ら
かにすることは摩擦除去よりはもっと大きな意義をも
つと考えられる。たとえば家電品の日中韓比較分析を
行うことにより，それぞれの国の家電品流通の現象を
記述し，説明し，予測し，理解するとともに，流通生
産性という観点から比較分析を行いそれぞれの事情に
応じた流通政策に貢献することができる。
流通の国際比較には，国内における場合と同じよう
に，商品別，業種別，機能別アプローチがある。これ
らは，総体的に比較すると曖昧になる危険があるの
で，分析視点を明確にして総体的比較を補うものであ
る。商品別アプローチは，商品より流通方式は異なる
ので，加工食品，生鮮青果，化粧品など特定の商品に
焦点をあて比較するものである。ここでは主に家電品
をとりあげることにする。
（1）マーケティング国際比較の概念――Coxのフロー
分析を中心に
Cox［1965］は，社会的制度（プロセス）としての
マーケティングの国際比較方法論の検討を行ってい
る。Cox によると，マーケティングの国際比較を行う
場合，いくつかの困難に逢着するという 5）。
1　そもそも社会的プロセスとしてのマーケティング
の概念が曖昧である。マーケティングそれ自体は普
遍的実在（universal）であるが，多くの社会に適用
しあてはまる一般化ができるのかどうか。一般化す
ることができなければ，比較する基準を示しても正
当化されないであろう。Cox の社会的制度としての
マーケティングは，マクロマーケティングないし流
通と同義であるが，分業社会においては普遍的な実
在であることを確認する必要がある。
2　アメリカの国勢調査局が調査，分類し，統計を
とった流通は，他の国にとっても普遍的なものなの
か，それとも広がりのない特殊な存在なのか。たと
えば，創生期から 1980 年代までみられた家電系列
店の強力なネットワークは日本特有のモノであっ
た。また，家電量販店のベストバイが中国に進出し
て大きな壁に立ちはだかられているが，その理由の
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ひとつは蘇寧電器や国美電器とは家電量販店のコン
セプトが異なり，アメリカ流の業態が現地の消費者
に理解されなかったからである。
3　小売りと卸売りは普遍的実在といえるのか。特に
卸売りの定義は，Hall & Knapp［1961］，Goldman
［1963］，Bartels［1963］などによっても明確に行
われていないので比較することが難しい。たしかに
多くの発展途上国では卸と小売が未分化であった
り，中国では，卸売り機能というと物流活動と理解
されることが多かったり，韓国でも品揃えや小売支
援活動に対する対価を求めることが難しい。
4　社会主義国の中央集権的計画経済では，マーケ
ティング・チャネルにおいて段階的な所有権フロー
がみられない。ただし，市場経済か計画経済かは二
者択一ではなく連続線上に位置づけられる。韓国で
も政府主導で財閥間のビッグディールが行われたの
はそれ程昔ではないし，中国の市場経済化が進捗し
ているようにみえても，実際は「国進民退」の言葉
に象徴されるように，近年，一部の分野において国
有企業のシェアが上昇し，民営企業のシェアが後退
する減少が顕著になっている 6）。また現在では，市
場経済でも SPA などにみられるように，段階的な
所有権フローが行われないケースが増えている。家
電品の PB 化は日中韓のいずれでもあまり進んでい
ないが，今後家電品のコモディティ化がいっそう進
めば垂直的統合が進捗するだろう。競争は単一段階
から VMS（垂直的マーケティングシステム）間の
競争に変わりつつある。
5　アメリカはイギリス，ニュージーランド，フィン
ランドより，マーケティングが「より競争的」とい
うことは何を意味するのか。競争の程度は曖昧な基
準や競争企業の数だけでは不十分である。差別的寡
占がみられる場合には，競争企業の多寡ではなく，
ゲームの理論からの詳細な分析が必要となる。
6　いずれからみても，アメリカや日本などの先進資
本主義国は，何を生産し，どのように配分するかは
売り手と買い手が決めるが，一方計画経済国家では
中央集権的に決定される。官僚的な状況ではマーケ
ティングは制限され不活発であるが，これをどのよ
うに比較分析で考慮すべきなのか難しい。日中韓比
較を行う場合，中国の政治体制は独裁国家で，韓国
は民主化されたのが 1987 年のことであり，明らか
に政治的要因が家電品流通にかなりの影響を及ぼし
ているが，その程度は不明である。これには政府の
競争政策や独占禁止法の運用の問題も含まれる。
7　マーケティングに関する意思決定は誰が誰のため
に行うのか。日本の買い物行動は，主婦が小口多頻
度で出向する傾向が強いが，アメリカなどでは一般
に週末に家族でまとめ買いをする。インドでは個人
や企業ではなく広義の家族が満足するような決定が
行われているといわれている。
8　他の国でも金融や支払いはアメリカと同じ機能を
遂行し，同じ結果をもたらすのか。中国では計画経
済時代に「借金は支払わない」という慣行が蔓延
し，現在でも一部とはいえ買掛金の回収が大きな問
題となっている。そこで資金回収の作業を回避する
ために，ハイアールのような優越的地位にある家電
メーカーは，取引先に仕入代金の前払い（発注時払
い）を課している 7）。しかし日系メーカーなどで
は，営業担当者の仕事の 3 － 4 割は資金回収に当て
られるといわれており 8），国有企業時代の「借金は
支払わない」という慣行が今でも根強く残っている
と思われる。
9　流通コストが国際的にみて高いのか安いのかを判
断する計量的基準を確立できるのか。かつてゴール
ドマンは，ソビエトの流通マージンを 20–30%，ア
メリカは 37–50% と推定したが 9），これではアメリ
カの生産性が計画経済よりも低いことになる。いち
ばんの問題はインプットとアウトプットの概念が不
明確なことである。流通マージンが低ければ必ずし
も流通が近代化されているとはいえないわけで，
サービス水準，人件費，家賃，公共料金などが密接
に関連している。特に，日中韓ではこれらに関して
かなりの差異があると思われるので留意が必要であ
る。
こうした課題をできるだけ克服して比較分析を行う
ために，Cox［1965］は「フロー分析」を提案する。
もっとも容易に記述しやすいのは物的流通であり，そ
れは広範囲に散在する供給源から消費者に届くまでの
4モノのフローとして容易に捉えられるし，同様に他の
マーケティング機能も所有権，情報伝達，金融もフ
ローとしてみることができるとする。しかしながら，
これらのフロー，機関や構造を正確に理解することが
難しいために，一般理論ではなく中範囲の理論である
「限定的一般化」をめざしたのである 10）。Cox の大き
な問題のひとつは，卸売機能，小売機能とその担当者
である卸売商，小売商を峻別しなかったことにあり，
その結果，相対的に安定性ないし普遍性をもつ卸売り
機能と小売機能を担当する機関を混同し，その結果フ
ロー分析に逢着したと考えられる。しかし，経済の発
展段階や地域によってその態様が変化する卸売商と小
売商に着目した方が有意義な比較分析を行うことがで
きそうである。
Cox のもうひとつの重要な指摘は，社会的制度とし
てのマーケティングの概念の曖昧さである。概念の明
確化がなされなければ，比較することが困難となる。
社会的制度としてのマーケティングはマクロマーケ
ティング，そして流通とも同義であると考えられるの
で，次にこうした観点からマクロマーケティングの概
念を検討しよう。
（2）マクロマーケティングの概念
Kotler ら［2011］はマーケティングを，社会的な視
点とマネジリアルな立場からとりあつかっている。前
者がマクロマーケティングで，後者がミクロマーケ
ティングである。かつて M . P . McNair［1968］が
マーケティングを「生活標準の創造と伝達」と規定し
たのを参考に，彼らは社会的マーケティングを「社会
的なプロセスで，個人やグループが価値をもつ製品や
サービスを創造，提供，自由に交換することにより欲
求するモノを獲得する」と定義している 11）。Kotler
らが社会的視点からマーケティングをとりあげたの
は，マクロ的な分析を行うことより非営利組織のマー
ケティングや，アイディアや場所のマーケティングな
どに応用し，マーケティング概念を拡大することが目
的であった。
これに対して McCa r t h y（Pe r r e au l t  J r .  e t 
al.［2011］）らはマクロマーケティングを，「供給と需
要を効果的に接合し，社会の目的を達成するように，
製品とサービス（とアイディア）を生産者から消費者
への経済フローを方向付ける社会的プロセスである」
と定め，いくつかのコメントを付け加えている。
1　その役割は，異質的な供給と需要を効果的に接合
し，同時に社会の目的を達成することにある。個々
の組織の活動ではなく，全体のマーケティングシス
テムがどのように機能するのかをみる。どのように
マーケティングが社会に影響を及ぼすのかであって
その逆ではない。家電品流通では，かつては日本で
は生産者がリーダーシップをもち VMS を形成し
て，需給が調整されることが多かったが，現在では
小売市場の独立性がましている。現在では，家電品
流通の主導権は大手家電量販店が掌握するように
なっている。しかしながら，グローバルな視点で時
系列や横断的にみると，その態様はさまざまであ
る。
2　発達した経済では，空間，時間，情報と価値，お
よび所有権の分離がますます広がり，生産技術と消
費欲求の不一致が顕在化する確率は高くなる。さら
に，生産者と消費者との間の「量的懸隔」と「品揃
えの懸隔」が複雑になるので，専門化によって規模
の経済を発揮することが重要になる。こうして生産
と消費との間の地理的距離を含む「心理的距離」が
拡大すれば，効果的なマーケティングが欠くことが
できない。日本の家電メーカーが海外市場において
競争力を低下させたのは，進出地域の商圏特性や消
費欲求の把握が不十分なままグローバルマーケティ
ングに取り組んできた結果であろう。日本でヒット
した商品をそのまま持ちこむのではなく，機能，デ
ザイン，価格の現地適応ミックスを行わなければな
らない。特に発展途上国では，機能や品質よりもデ
ザインが重要視されるので，日本で支持されるモノ
トーンで洗練されたものより，製品の「格」を示す
ことやカラーマーケティングを重視する必要がある
だろう 12）。
3　マクロマーケティング・システムの目的は，これ
ら生産と消費の間の分離と懸隔を架橋することなの
で，購入，販売，輸送，保管，標準化，金融，危険
負担，および情報の授受が普遍的機能となる。生活
水準が上昇するにつれて，重要な機能は購買や販売
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などの基本的機能から情報の授受や製品開発などの
準備的機能に移行する。準備的機能が首尾良く遂行
されれば，自動販売機でもネットショッピングでも
商品やサービスは飛ぶように売れることになる。一
方中国などでは，物流ネットワークがまだまだ未整
備であり，インフラの整備とともに物流機器の導入
や良質な運転手の確保などが大きな課題となってい
る。また，現在でも金融の扱いは難しく，「借金は
支払わない」という慣行を是正することは容易では
ない。
4　流通機能は，生産者，消費者，マーケティング専
門業者が担当する。マーケティング専門業者とは卸
売商や小売商などの仲介業者と，広告代理店，調査
会社，物流業者などの協力業者（collaborator）で
ある。韓国では，伝統的に商業資本の蓄積はみられ
ず卸売商は発達してこなかったし，中国では国有卸
が流通の多くの機能を担っていた時代が長く続いた
ためリスクを負って業務を遂行する卸売商は少ない
し，あったとしても小規模なケースが多い。家電品
流通においても，卸売商と小売商の関わり方は異な
り，中国では国土は広くまた家電メーカー数が多い
ので卸売商の関わり方が複雑であり，韓国では寡占
的製造企業のパワーが強く系列化が進み，家電量販
店の発達は遅れている。
5　電子商取引の進捗は，生産者と消費者との間の取
引をより効率的，効果的に行われる機会を提供す
る。こうしたマーケティング専門業者にはアマゾ
ン・ドットコムやベイ・ドットコム，グーグル，ペ
イパル（電子決済会社）などが含まれる。アマゾン
が日本で，家電品でも大規模な物流拠点を活用した
全国当日配送サービスを始めたのに対抗して，ヤマ
ダ電機は，新サービスは全国約 760 の店舗をネット
通販の拠点とし，従業員が即日，商品を顧客宅に送
り届けるビジネスモデルを導入した。デジタルカメ
ラなど小物商品だけでなく，設置作業の必要な大型
家電も手掛け，2013 年 2 月から関東の一部地域で
始め，全国の店舗に順次拡大している 13）。またヨ
ドバシカメラでも，全国主要都市圏を対象とした即
日無料配送を実施している 14）。中国でも，家電の
ネット販売の最大手である「京東網上商城」の成長
は，リアルな蘇寧電器や国美電器に大きな影響を及
ぼしている 15）。
6　マーケティング機能はひとつの企業によって遂行
されるのではなく，むしろ機能遂行の責任はさまざ
まな方法で移転され，共有される。さらにサービス
は保管を必要としないように，製品やサービスの種
類によって機能遂行の水準が異なる。家電品流通で
はアフターサービスの提供が重要であり，韓国では
サムスン電子と LG 電子が専有的なサービスネット
網を構築してマーケティング・チャネルにおける
リーダーシップを強化している 16）。
このようにマクロマーケティング，すなわち流通の
概念はさまざまな内容や側面をもっていて一義的な定
義は難しい。ここでは「生産者と消費者が異なる場合
に，生産と消費の間の隔たりを架橋することにより，
財のもつ効用をよりよく発揮させ，価値を高める経済
活動」と定義する 17）。これに McCarthy らのコメン
トを参考に，比較分析の視点からいくつか注釈を加え
たい。それらは生産と消費の隔たりの大小は国や時代
の状況によりさまざまである，架橋するための諸機能
の重要度は生活水準や生産の高度化の程度により影響
をうけて変化する，諸機能を遂行する生産者，消費
者，マーケティング専門業者の介在の仕方は市場構造
や「商業的伝統」などによって異なることである。ク
ロスセクショナルにみると国・地域や商品によって流
通方式が相違するのは，主に生産段階の競争構造と製
品差別化の程度の影響が大きいと考えられる。また，
商業的伝統とは商人に対する社会的評価や卸売システ
ムの発達程度のことである。
（3）マーケティング研究の停滞
こうしたマクロマーケティングの研究は近年，停滞
している。そもそも marketing には，McCar thy
［1984］がマクロマーケティングとミクロマーケティ
ングを分けて定義したように，「流通」と「マーケ
ティング」にふたつを包含する概念であった。1960
年代までは，ここでとりあげた Cox の著作 Distribu-
tion in High Level Economy［1965］に代表されるよ
うに流通研究には厚みがあったが，その後，Drucker
6の登場以降，ミクロマーケティングすなわちマネジリ
アルマーケティングに研究の重点が次第に移っていっ
た。それは経営学の泰斗 Drucker［1954］は，社会の
なかで企業を位置づけるとともに，事業の目的は顧客
を創造すること，従って企業の基本的機能はマーケ
ティングとイノベーションであると論じたからであ
る。「マーケティングは販売のように簡単な活動では
ない。販売活動は限定された特殊な活動だが，マーケ
ティングはより広範囲で事業全体にかかわる重要な活
動である」とし 18），マーケティングを企業の主要な
活動として体系化した。
さらに 1980 年代になると，Porter によって Com-
petitive Advantage［1980］（『競争優位の戦略』），
Competitive Strategy［1985］（『競争の戦略』）などが
次々に刊行されると，戦略論の舞台がマーケティング
から経営学に徐々に移っていった。こうした事情につ
いて山下［2012］は，「経営戦略論とマーケティング
戦略論が限りなく重複し，Strategic Management 
Journal が創刊されると，戦略研究はマーケティング
の主要分野として次第にとりあげられなくなる」と述
べている 19）。その結果，現在のマーケティング研究
の主要な舞台は，製品開発，ブランド，消費者行動，
社会的マーケティングなど個別の分野に移行してきて
いる。
Ⅱ 家電量販店のグローバル化に関する理論的研
究
家電品流通のグローバル化はヨーロッパを除いて遅
れているし，特に家電量販店の海外進出には困難が伴
うようである。家電量販店として中国市場に真っ先に
進出した米ベストバイは，現在大幅に事業を縮小して
いるし，独メディアマルクトは参入して数年で完全撤
退を表明した。ヤマダ電機も政治的混乱で中国におけ
る事業展開の見直しを発表した。韓国では，家電量販
店の発展が限定的であるにもかかわらず，日米欧の大
手家電量販店の参入は，その影すら殆どみることがで
きない。何故であろうか。ここでは家電量販店のグ
ローバル展開を阻んでいる要因は何かという課題を検
討するための手懸かりとして，小売業の国際化に関す
る理論的枠組みをレビュしたい。
小売業のグローバル化に関する理論的研究は，マク
ロ的なモノとミクロ的なモノに分けられる。マクロ的
研究はさらに理論的枠組みを構築しようとするのと，
外部環境に焦点を当てたプル要因とプッシュ要因に関
するのがあり，ミクロ的研究は主に企業の立場からあ
るいは特定の企業から国際化プロセスを考察する。
（1）小売業グローバル化の理論的枠組み
小売業の国際化に関する理論的枠組みは，Stern-
quist［1997］，Vida／Fairhurst［1998］，Alexander ／
Myers［2000］，Evans／Treadgold／T . Mavondo
［2000］などによって検討されてきた。
（1）－1　Sternquist の規範的モデル
Sternquist は，Dunning の折衷モデル［1988］，
Salmon と Tordjman のマルティ・ナショナル戦略か
グローバルかという考え方［1989］，段階理論（stage 
theory），Eroglu［1992］の組織的特性に関する理論
仮説から，小売業の戦略的国際化に限定した規範的モ
デルを提示している（図 1）。
これらのうち Dunning の折衷モデルは，主に製造
企業を想定した包括的な OLI 概念（Ownership, Loca-
tional and Internationalization Concepts）であり，企
業は次のような優位性があれば直接海外投資（DFI, 
Direct Foreign Investment）を促進すると考えた。
①所有に基づく優位性…革新的技術や製品，人的資
源，ビジネスモデルなどによる優位性であり，家電
小売業にあてはめると，洗練されたチェーンストア
経営，PB 商品の開発，海外経験をもち文化的距離
を架橋する人材の確保，顧客志向の販売方法，効率
的なサプライチェーンなどである。
②立地に基づく優位性…進出国に自国より，費用優位
や市場機会がある。原材料や中間財，相対的に低賃
金の有能な人材，需要が大きい現地市場，海外企業
に有利な法人税・関税などが含まれる。中国では，
市場規模や家電品の普及率からみてこれからも大き
な可能性があるし，有能な人材の確保も容易であ
る。ただし，民主化の遅れや独占禁止法などの法律
的，政策的未整備は障害になっている。
③内部化による優位性…フランチャイジングに対する
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法的規制，ライセンスを提供するのに相応しい現地
企業の不在，当該事業コンセプトに馴染みがない，
買収機会の出現などにより，所有と立地に基づく優
位性が直接投資によってしか得られない場合は DFI
が促進される。これら多くは家電小売業でもあては
まる。海外の事業展開を急速に展開するためには，
投資資金を勘案して，かつてのベネトンやサウスラ
ンドアイス社の 7–11（セブン - イレブン）のよう
にフランチャイズ方式を利用する。しかしながらフ
ランチャイジングや合弁方式の参入モードは，競争
優位をもつ小売革新を模倣から防御することが難し
い。機密を守る唯一の道は各国に完全所有（独資）
の支店を開設することである。
これに対して Dawson［1988］は，所有に基づく優
位性と立地に基づく優位性は，状況によっては間接投
資でも得られるものであるので，DFI だけでなく間接
投資も含み，企業の海外進出一般と捉えてさし支えな
いと述べている。20）。
次にマルティ・ナショナル戦略は，小売業が海外進
出に際して，相対的に自立した組織を設立し現地適応
を行うもので，これに対してグローバル戦略は自国で
知られた成功モデルをそのまま持ちこむもので「標準
化」戦略である 21）。一般にウォルマート，カルフー
ル，テスコ，イオンなどの総合量販店はマルティ・ナ
ショナル戦略を，H&M，ユニクロ，トイザらス，
IKEA などの専門店チェーンはグローバル戦略を採用
すると考えられるが，これらから判断すると，家電量
販店はグローバル戦略ととるべきなのであろうか。
段階理論は，学習効果が発揮されやすい地理的に近
いところから段階的に海外進出が行われるというもの
で，これには文化的近接性の概念にも応用することが
できる。
さらに Eroglu は，知覚リスクの概念を用いて企業
の国際化の理由を検討し，規模，経験，国際化志向な
どの組織上の特徴が関係していると考えた。
Sternquist は，これらの理論仮説をもとにして小売
業の「戦略的国際化モデル」を提示したわけである
（図 1）。たとえば日本の家電量販店は，いくつかの競
争優位な内部資源をもっているが，海外進出には知覚
リスクが大きくあまり進捗していない。従って，学習
効果が得られておらず，海外進出に必要な資源が蓄積
されていないということになる。この意味で，家電量
販最大手のヤマダ電機が，2012 年 7 月，ベストを買
収することになったのは理由のひとつは，海外進出の
ノウハウの取得にあったことは明らかである。しかし
ながら，戦略的という名称の通り，Sternquist は企業
の立場からのミクロモデルの構築をめざしたが，理論
仮説として魅力があるとはいえない。具体的には，国
内市場の成熟化などマクロ的な環境条件が捨象されて
大規模自社
店舗による
急拡大
学習効果小
小規模店舗に対する
フランチャイジング
自社店舗に
よる段階的
拡大
学習効果大
小規模店舗に対する
ライセンシング
国際化
所有に基づく
優位性
立地に基づく
優位性
マルティナショナル化
グローバル化
国際化の結果
予測される
拡大パターン 低リスクの代替案
図１　Sternquist の戦略的国際化モデル
出所）Sternquist［1997］図 1（p. 263）から作成。
8いる，さまざまな要素が混在しているので論理性に欠
ける戦略論として経営特徴や参入モードしか論じられ
ていないなどの問題点が指摘される。
ところでマーケティングモデルの分類方法のひとつ
として，実証的モデルと規範的モデルに分けられる。
実証的モデル（positive model）は，小売業の国際化
活動や現象を記述し，説明し，予測し，理解するもの
で，記述的モデルや理論的モデルと同義である 22）。
これに対して規範的モデル（normative model）は，
グローバル化をめざす小売業をとりまく諸条件や諸原
因のもとで，小売企業が採るべき国際化行動が提案さ
れ，マーケティング戦略や戦術の指針があたえる。他
の分類によれば，小売業国際化のモデルは，マクロモ
デルとミクロモデルに区分される。マクロモデルは，
小売企業の国際化活動を国際経済的観点から総合的に
捉えたもので，集計水準はさまざまである。たとえ
ば，広範囲な抽象度の高い小売業国際化モデルが上位
にあり，中範囲には東アジア・モデルとか家電品国際
化の概念化など，さらに階層的に東アジアの家電品モ
デルが考えられる。これらから判断すると，Stern-
quist のモデルは，規範的モデルであり，小売企業の
立場からのミクロモデルといえる。
（1）－2　Vida／Fairhurst の小売国際化モデル
Vida と Fairhurst［1998］は，1990 年代以降の小売
業界を特徴づけたのは，歴史的に国内活動のとどまっ
ていた小売活動の国際化の進捗であったとする。当時
アメリカでは，経済状況やデモグラフィックなトレン
ドと相俟って，過去 15 年店舗が急激に増えたことに
より国内市場は飽和し店舗過剰になったこと，競争が
激化したこと，垂直的統合が進んだこと，および 80
年代における M&A などが背景に，国際化が有力な選
択肢になった。しかしながら，小売業国際化プロセス
（Retailer Internationalization Process）は複雑かつ理
解が難しい現象であり，意思決定プロセスや組織－戦
略次元の関係などさまざまな側面の詳細な検討と，国
際ビジネス，マーケティング，経営，産業行動などの
分野における既存文献を用いて概念的基礎を拡大する
必要性があると考えた 23）。
Vida らは企業の国際化に関する文献を包括的にレ
ビュしてみると，それら多くは主体として製造企業を
想定している。そこで小売業の特殊性に合わせて修正
し，アメリカ小売業の経験に基づいて小売国際化の実
証研究に役立つ枠組みを構築すること意図した（図
2）。このモデルの核心部分は促進要因と抑制要因の分
外部環境
市場特性／産業特性／消費者／競争
者／海外市場の社会文化的・法的・
政治的・経済的動向
先行条件
促進／抑制要因
プロセス 結果
意思決定者の特徴
（知識，経験，知覚／態度）
企業の特性
（資源関与，差別的優位）
①海外進出の決定
②海外関与の維持
③海外関与の拡大
④海外関与の縮小
⑤海外から撤退
参入モード
市場選択
小売マネジメント
海外活動の業績
代替案の
評価
図２　Vida と Fairhurst の小売業国際化モデル
出所）Vida and Fairhurst［1998］図 1（p. 145）から作成。
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析であり，企業内部のある種の特徴が外部環境の要因
と相俟って，企業の海外進出の決定に関する促進要因
と抑制要因として作用する。そして動機付け要因が知
覚リスクを上回れば海外市場への関与を決定する。参
入の決定がなされると，続いて企業は「何処で」「ど
のように」というふたつの重要な意思決定に直面す
る。内部構造と認識体系を変更させる企業の国際化
は，漸進的あるいは無作為的変化のプロセスというこ
とであり，国際化に継続的に関与するという保証はな
いし，どの時点でも撤退しうることが示されている。
この国際化が継続する保証はなく，いつでも撤退しう
るということをモデルに明示したことにモデル構築の
意義があると述べている 24）。
企業内部の特徴と外部環境要因を考慮し，知覚リス
クの概念を用いて小売国際化のプロセスを，簡明に説
明した解りやすいモデルである。このモデルで問われ
るのは，主観的である知覚リスクの「知覚」をどう測
定するかである。ヤマダ電機の海外事業は，2010 年
末の瀋陽 1 号店で始まった。国内家電市場の飽和と中
国家電市場の将来性に後押しされたが，進出に際して
は共産党独裁の政治体制，法的未整備や独特の商慣行
などが秤量し，促進要因が抑制要因を上回ったと結果
だと思われる。しかしながら，中国市場の知覚リスク
は急速に高まっており，その後沈静化の兆しはあまり
見られない。山田昇会長「中国では昨年 9 月の反日デ
モ以降，出店は止まっている。今後は様子を見ながら
策を検討する。いずれにしてもアジアは全体を見なが
らリスク分散を図る。東南アジアへの進出は現在調査
中だがベストは大きな力になる。ベスト電器の買収で
足がかりができたので，動き始めたら店舗展開は速い
だろう」と述べている 25）。このように，意思決定者
のリーダーシップや国際情勢の変化などにより知覚は
大きく変化するので，その客観的な測定は容易なこと
ではない。
（1）－3　Evans／ Treadgold／ Mavondo の心理的距離
Evans，Treadgold and Mavondo［2000］は，心理
的距離と企業業績の関係に着目する。心理的距離
（Psychic Distance）とは，O'Grady and Lane［1996］
による心理的距離の概念「…文化的相違や他のビジネ
ス遂行の困難さから生じる海外市場に関する不確実性
の程度」などといういくつかの定義を検討し，心理的
距離とは「自国市場と海外市場間に，文化・ビジネス
上の相違の知覚と理解から生じる距離」と定義してい
る。これまで心理的距離と組織の成果は負の関係があ
るといわれてきている。それは自国市場と海外市場間
の法律・政治的環境，経済環境，ビジネス慣行，産業
構造など文化・ビジネス上の相違が，不確実性を拡大
させると考えられるからである。
しかしながら，心理的距離と企業業績との関係があ
るといわれてきているが，まだ実証されていない。
Evans らは，あまり印象的ではない結果しかえられな
い理由は，心理的距離の概念が曖昧で操作化できない
ことと，ふたつの変数の直接相関には限界があるから
であり，他の要因も組み入れる枠組みを構築する必要
があると考えた（図 3）。統合モデルは，両者の間に
図３　心理的距離による小売国際化の統合モデル
出所）Evans et al.［2000］図 1（p. 375）から作成。
組織成果心理的距離
組織特性
経営者特性
意思決定プロセス
参入方法
標準化
or
現地化
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企業や海外活動のいくつの要因が介在し，関係を緩和
させていることを示している。それらは組織特性（意
思決定構造，小売業態，規模と企業形態，国際経験の
程度，経営特性（経営者の出身国と海外市場の経
験），出身国と当事国市場での経験が重要），戦略的意
思決定プロセス，参入方式（戦略），小売オッファー
（標準化か適応化）などである。
最近の Johnston ら［2012］の国境を越えた取引の
関係性の研究でも，心理的距離が関係性の構築に大き
な影響を及ぼしていることを明らかにしている。「心
理的距離が大きい売り手と買い手間の取引では，困難
に直面することが多く，国際的なチャネル間の効果的
なコミュニケーションを阻害する。それは文化的，社
会的政治的，経済的，法律的環境とならんでビジネス
慣行における相違が，共通の価値規範や問題認識を欠
落させるからである」と述べている 26）。
確かに，日本と韓国は地理的には近接しているのに
顕在化した小売業の交流があまり活発ではないのは文
化的距離が離れているからであり，台湾の状況とは対
照的である。また，家電量販店でみると，総合量販店
や他業種の専門店チェーンと比べて家電品流通の国際
化が進捗していないのは，この文化的距離が大きな影
響を及ぼしていると考えられるが，この場合も知覚と
同じように距離をどう測定するか，どのような影響を
及ぼすのかが大きな検討課題となる。
（1）－4　Alexander と Myers のマクロ・ミクロ統合
モデル
Alexander と Myers［2000］は，Sternquist の規範
的モデルや Vida と Fairhurst の小売国際化モデル
は，Dunning の折衷モデルなどの非小売業，非サー
ビス業を想定して構築した概念枠組みであり，小売業
の研究成果を無視しているので，小売国際化のプロセ
スに対しては説明力がないとする。小売国際化は，
「小売企業」組織のミクロ的国際化であると同時にマ
クロ的な市場拡大として捉える必要がある（図 4）。
組織の国際化は，自国中心主義か地球主義で評価すべ
きである。自国中心主義とは，本社が中央集権的に意
思決定を行い，地球主義は進出した現地に大きく権限
委譲を行うものであり，Salmon と Tordjman のマル
ティ・ナショナル戦略かグローバルかという考え方と
ほぼ同じである。
市場の国際化は，国内市場に文化的，経済的，地理
的に近接した市場から順次行われる。近接主義の企業
は，イギリスのセインツベリーのように用心深い国際
主義者であり，これに対して地球主義の企業は模倣よ
りも変化を選好する。多国籍小売企業は市場拡大を
行っているが心理的には国内市場の考え方や競争姿勢
にとどまっているもので，グローバルなリテイラーは
それぞれ進出国の市場差異を認識し，現地に根差した
解決を図るものである 27）。
Alexander らは，これまでの研究成果の延長線上に
ミクロモデルも提示し，マクロとミクロの統合を図っ
展開圧力 資源開発
環境圧力
借入資源 革新資源
一次市場
国内市場
二次市場
三次市場
図４　Alexander と Myers の市場拡大モデル
出所）Alexander and Myers［2000］図 1（p. 343）から作成。
11家電品流通の国際比較と家電量販店のグローバル化に関する理論的考察
ているが，三者の関係が不明確なこと，統合モデルの
意味は果たしてあるのか，マクロモデルに焦点を絞り
精緻化を図るべきではないかなど疑問は多々あるが，
小売業の国際化はマクロとミクロ両面から捉えなけれ
ばならないことを明示したことは評価されるべきであ
ろう（図 5）。
（1）－5　Siebers の包括的モデル
一般に，小売国際化の研究者は包括的ないし統合モ
デルを選好する傾向が強い。Siebers［2011］も例外
ではなく，これまでの研究成果を踏まえて，小売国際
化の理論的枠組みとして包括的統合モデルを提示した
（図 6）28）。この統合モデルの特徴は，Vida らの枠組
みをもとに Evans らの心理的距離，Alexander らの参
入モード，立地の意思決定，マルティ・ナショナルか
どうかの要因を加えたことにある。この枠組みは名称
通り網羅的ではあるが，網羅的に理論化を試みること
の陥穽は本質を曖昧にすることであり，小売国際化の
モデルとしてはコアな要因を不明確にさせる可能性が
大きい。
Siebers はこのモデルをもとに，ウォルマート，カ
ルフール，テスコ，平和堂を対象にした「ケーススタ
ディ・アプローチ」により仮説検証を行っているが，
本著作の研究結果のなかで日中韓比較分析に役立つ含
意の部分をみてみよう。それらは外部環境としての中
国特有の要因である。グローバル・リテイラーが，中
国での事業拡大を目論む場合は，中央政府と地方政府
のふたつの政府に従わなければならないのは当然とし
て，特に地方政府と良好な関係を保つことが肝要であ
ることを発見している。たとえばウォルマートは当
初，地方政府の政策に厳格に従い店舗拡大は緩慢で
あったが，信頼を勝ちとるとともに拡大のペースを速
めることができた。とはいえ，中国を含めて多くの発
展途上国では，政府との良好な関係構築が厄介なこと
が多い。たとえば，中国である店舗の出店に際して，
防犯許可を申請するとスマートフォン 5 台を要求さ
れ，要求通り供与するとスムーズに許可が下りたと
いった種類の話はよく耳にすることである 29）。加え
て，流通システムや輸送インフラがどの程度整備され
ているかも海外小売企業に大きな影響を及ぼす。その
ためウォルマートは中国進出で，自慢の高度な技術シ
ステムを活かすことができなかった。生活水準の向上
による中間層の拡大や都市化の進展などは国内と海外
の業者双方に大きな機会をもたらすが 30），これらの
課題が横たわっていることも忘れてはならない。
（2）プル要因とプッシュ要因
今まで小売業国際化の理論的枠組みをレビュしてき
図５　Alexander と Myers のマクロ・ミクロ統合モデル
多国籍 グローバル
近接
（proximal）
トランス
ナショナル
高
企業組織の国際化
高
低
低
市場拡大
出所）Alexander and Myers［2000］図 3（p. 348）から作成。
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た。その一部のモデルのなかでとりあげられていた外
部要因に焦点を当てたのが，プル要因とプッシュ要因
分析である。プル要因は進出国において小売国際化を
促進し，反対にプッシュ要因は国内における海外進出
に舵を切らせる「潮時」を知らせるものである。
（2）－1　プル要因
小売業の国際化を促進したり抑制したりする要因は
何か。これは進出国で海外企業を引きつけるプル要
因，自国で押しだすプッシュ要因として検討されてき
た。
プル要因としては，進出しようとする国や地域の市
場事情，競争動向，環境要因に分けられる 31）。まず
進出国の市場事情とは，市場規模，成長性，季節的変
動，景気変動のことで，市場規模が大きく成長性が高
いほど，季節的変動や景気変動が小さいほど市場は魅
力的になる。成長する市場では一般に店舗ロイヤリ
ティが高くないケースが多く，新しい顧客がふえるの
で海外企業にとってビジネスチャンスは大きい。また
家電品や自動車のような装置産業では，季節的変動や
景気変動が大きいと，工場操業度が落ち好ましくな
い。
第 2 の競争動向とは，参入障壁，仕入れ先の交渉
力，競争上のライバルなどである。現地の大規模小売
業者がすでに規模の利益を実現し，店舗ロイヤリティ
を確立し，立地の良い場所を占有していれば，海外企
業にとっての参入障壁は高まる。また高級化粧品メー
カーのように高度売り手寡占で，価格や納入条件など
コントロールされている場合は，思い通りのマーチャ
ンダイジングができない。さらに，強力なライバルが
いれば事業展開を成功させることが難しくなるのは，
ウォルマートがドイツに進出したが撤退，またカル
フールやウォルマートが日本と韓国で撤退や苦戦を強
いられていることなどが査証となる。
第 3 の環境的要因とは，技術的，経済的，規制的，
社会的変化である。IT を中心に技術的変化は近年著
しいし，賃金や失業率の高低などの経済的変化は，人
材の確保という点で重要である。政府規制は小売市場
の魅力度を低下させる。たとえばフランスでは，ラ
ファラン法（商業および手工業の振興と発展に関する
法律，1996 年）32）によって，大規模小売店の開業は
難しいし，アメリカの多くの州では，ウォルマートの
ような低賃金労働者を雇傭しようとする企業は進出で
きない。
中国と韓国は独禁法の運用が手ぬるいので，家電製
品の小売価格は日本とは対照的に硬直的になってい
る。再販売価格の拘束が貫徹すればするほど，家電量
販店の発展は制限的にならざるを得ない。また韓国で
は，最近，フランスと同じように大規模小売店舗の出
店調整の」強化を図っている。2010 年に「流通産業
発展法」と「大・中小企業相生協力促進法」（相生法）
が改正された。これら韓国版「大店法」は，在来市場
マルティナショナル
かどうか
意思決定者の特徴
①知覚／態度
②経験 S教育水準
③権限委譲
標準化 or 現地適応
参入後の拡大
国際化の成果
心理的
距離 立地の決定
①政治的問題
②経済的問題
③社会・文化的問題
参入モード
①合弁
②その他
外部環境
①規制緩和と市場開放
②中央・地方政府の政策
企業特性
①国際化関与資源
②差別優位
図６　小売業国際化の包括的統合モデル
出所）Lisa Qixun Siebers［2011］図 3-1（p. 34）から作成。
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などの中小小売商を中心に社会的に大企業批判が高
まっているのに対応したものであり，12 年に入ると
大型店に強制休業日を設定する地方自治体が相次いで
いる。月に 2 回，来店客が多い日曜日の休業を義務付
けるケースが多い。割引店チェーン（総合量販店）大
手 3 社の E マート，ホームプラス，ロッテマートは
12 年末から，合計 288 店で月 2 回，自主休業を始め
た。また，人口 30 万人以上の都市では既に大型店は
飽和状態にあり，売場面積 3,000㎡以上の大型店は，
30 万人未満の都市で，事実上新規出店ができない状
況になっている。大型店側でも 15 年末まで新規出店
を自主規制している 33）。
デモグラフィックス，ライフスタイル，態度，個人
的価値観のトレンド等の社会的変化は小売市場の魅力
度に影響を及ぼす。たとえば，高齢化や小家族化の進
展は小型家電品への需要を拡大し，外食が多くキッチ
ンが狭い生活では収納スペースを考えた冷蔵庫が売
れ，見せびらかしの効果が強ければブランドマーケ
ティングの重要性が増し，生活水準の上昇で消費欲求
が高級化・個性化すれば，きめ細かなマーケティング
が必要になる。
（2）－2　アジア市場国際化へのプッシュ要因
矢作［2007］は，欧米企業からみたアジア小売国際
化のプッシュ・プル要因分析で，プッシュ要因とし
て，①市場環境（人口の伸び鈍化，経済成長の鈍化・
停滞，小売市場の成熟化，競争の激化），②法的規制
（出店規制の強化，高税率），③経営戦略（国際化の重
要性認識，他社追随，余剰資金の活用），④その他
（株主からの持続的成長への圧力）をとりあげている
34）。これを参考にして，日本の家電量販店からみた
アジア市場国際化へのプッシュ要因を検討しよう。
まず，日本における家電小売市場をめぐる環境とし
ては，少子高齢化を背景に家電市場の成熟化と競争の
激化が指摘される。家電市場の国内需要規模は，民間
調査機関（GfK ジャパン）の推計によれば 2002 年は
8.9 兆円で，その後漸次的減少が続いていたが，エコ
ポイントの活用によるグリーン家電普及促進事業
（2009 年 5 月から 10 年末まで）や地デジ化（2011 年
7 月の地上デジタルテレビ放送への移行）の恩恵をう
け，09 年は 9.4 兆円まで拡大した。しかしこれらの終
了とともに国内需要は減少に転じ，11 年は 9 兆円割
れ，12 年の市場規模は前年比 11% 減の 7 兆 4800 億
円と 8 兆円を 4 年ぶりに下回った 35）。家電市場が飽
和するなかで価格競争が激化して消耗戦の様相を呈
し，生産段階では技術革新が停滞し，小売段階では
サービスの低下など価格競争の罠にはまりそうであ
る。経済の成熟化は，AV や白物の主要家電品の殆ど
が成熟期を迎え，新たな大型成長商品が見あたらない
ことからも裏付けられる。「三種の神器」は殆どの家
庭に行き渡ってしまい，人口増も望めない状況では，
持続的成長のために海外での事業展開は有力な選択肢
になる。
成熟した市場で持続的成長をするためのとるべき戦
略は，一般に，新市場の開拓と新業態・事業への進出
である。アンゾフの市場・製品マトリクスをもとに，
 市場
業態／事業
郊外 駅前 地方 中国
東南
アジア
インド
小型店
①市場浸透 ③市場拡大
中型店
大型店
FC
ネット
ショッピング ②事業拡大 ④多角化
住宅事業
表１　アンゾフ・モデルによる日本家電量販店の成長戦略
注）Ansoff［1957］の表 1（p.141）を参考に作成。
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日本家電量販店の成長戦略マトリクスは表 1 に示され
る。
法的規制では，国内における大型店の出店規制が強
ければ海外進出に対してプラスの要因になる。日本で
も大規模小売店舗法（昭和 48 年（1973）法律 109 号）
は 2000 年 6 月に廃止され，まちづくり三法に移行し
て大型店の出店自由度が増したが，中国や韓国と比較
すると相対的に厳しい。中国では都市計画から一部で
大型店の規制を試みているが徹底していないし，最
近，韓国では大型店規制に転じていて，日中韓でかな
りバラツキがみられる。また，法人関係税や社会保険
の事業主負担など企業の総合的な公的負担は大きけれ
ば，海外進出の誘因となる。経済産業省の発表によれ
ば，税引き前の純利益などに対する日本企業の公的負
担の割合は 50.4% で「国際的に非常に高水準」で，米
英よりも 10% 程度高い法人税率が全体の税率を押し
上げていると分析している 36）。
第 3 の経営戦略として重要な要因は，経営トップの
国際化に対する重要性の認識である。2013 年 8 月期
の海外ユニクロ事業の売上高は 2,160 億円，営業利益
160 億円を予想され，海外の売上高は，ユニクロ事業
全体の 20% を越えてきた。特に海外事業の売上高の
8 割以上を占めるアジア地区では順調に売上高，収益
が拡大している。アジア市場では，中国・香港，韓国
と出店，さらに，09 年 4 月にシンガポール，10 年 10
月に台湾，11 月にマレーシア，11 年 9 月にタイ，12
年 6 月にフィリピンと，次々と出店エリアを拡大し
た。13 年 8 月期のアジア地区における出店数は，144
店舗を予定している 37）。これまで，日本の大手流通
企業の海外進出が慎重であったのに対し，ユニクロ
トップの柳井正による中・長期的海外戦略に基づく
リーダーシップが大きな要因であったと思われる。ま
た現在，日本の家電量販店の海外進出は進捗していな
いが，もしヤマダ電機の中国や東南アジアへの進出が
成功すれば，余剰資金をもつ同業他社の追随は行われ
るであろう。その際，経営トップの意思決定がグロー
バル化の鍵を握ることになる。
その他としては，株主からの持続的成長への圧力が
企業の海外への進出を促進する。株主の投資目的には
キャピタルゲインとインカムゲインがあるが，持続的
成長がみられれば，投資家は値上がり益が得られる
し，高配当が期待できるので株式は人気化する。ヤマ
ダ電機の高成長を支えた大きな要因のひとつは，持続
的成長による株価上昇，これを梃子にした資本市場か
らの巧みな資金調達にあったといわれる。すなわち
2002 年から，野村證券を幹事会社に転換社債（CB）
を発行して出店資金を調達している。CB は，株価が
値上がりし転換価格を上回っていけば株式への転換が
進み，満期償還の必要がなくなるので，実質無借金で
資金調達ができる。こうした新規出店による規模拡
大，そして業績が伸び株価が上昇するので償還の負担
が軽減されるというサイクルがうまく回転したのであ
る 38）。ヤマダの株価は 06 年 1 月 10 日には 15,590 円
まで上昇，その後 12 年 11 月 29 日には 2,801 円まで
下落したが，現在（2013 年 3 月 27 日）4,380 円まで
持ち直している。
Ⅲ　要約と今後の課題
本論文でははじめに流通概念の検討を行った。それ
は流通の国際比較やグローバル化の出発点になるから
である。
Cox は流通の国際比較で，フロー分析を主張した
が，それぞれの国や地域で主にどのような卸売機能と
小売機能が，いかなる主体により遂行されているとい
えるのかが重要であり，機能的アプローチを中心に据
えるべきである。ただし，家電品流通の卸売機能は
メーカーにより遂行されるケースが多いので単純化す
ることができる。
ところで，家電品流通などにおいて国際比較が研究
意味をもつのは，国家間に大きな異質性が存在する場
合である。このテーマにアプローチするために，ここ
では東アジアで家電量販店の海外進出がなにゆえ進ま
ないのかを理論的に検討した。今まで提示されてきた
いくつかの小売業国際化のモデルをレビュしたが，
Siebers のモデルに代表されるようにいずれのモデル
も複雑すぎて，どの要因が重要なのかそうでないのか
が分からないので，意図した分析に適していない。そ
れとともに，網羅的であるにもかかわらず，小売業の
グローバル化を促すプッシュ要因とプル要因，すなわ
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ち外部要因の考慮が不十分であった。
それからもうひとつの問題点は理論構築のレベルで
ある。小売業のグローバル化といっても総合小売業と
専門小売業では海外進出のプロセスが異なるし，専門
小売業でもハイエンドな業態とそうでない業態，そし
て業種によってもかなり変化すると考えられる。ま
た，東アジア地域のグローバル化と EU 圏のそれとで
は，文脈や方法論がかなり異なるであろう。そうだと
すると，たとえば Levy［2007］は，小売業の国際化
に成功している企業は，①低コスト，効率的経営　②
強力な PB　③ファッション性　④専門性について競
争優位をもつとしている 39）。また Cors t j ens ら
［2012］は，小売業国際化の黄金律として，①自国で
の強固な継続的地位　②進出市場に新たな何かをもち
こむ　③現地に合わせた差別化を行う　④早すぎず遅
すぎない参入時期，を指摘しているが，果たしてこう
した広範な領域を射程においた「提案」はどれほどの
現実的意味をもつのかははなはだ疑問である。
そこでこれらの諸点ふまえて，「日本の家電量販店
の東アジア進出モデル」の概念図を構築したい（図
7）。東アジアと特定した理由は日本からみて地理的，
心理的距離が近いからである。これによると，何故日
本の家電量販店の海外進出が進まないのかについて，
いくつか興味深いことが解る。
1　プッシュ要因からみると，日本の家電量販店の東
アジア進出への機は熟しているといえる。従って，
日本の家電量販店が海外進出を逡巡する要因はあま
りみあたらないといえる。
2　日本における考慮要因をヤマダ電機の例にみる
と，国内市場での確固たる地位，経営のリーダー
シップ，組織の革新能力はクリアするとして，国際
化のノウハウ・人的資源に問題がある。従前よりベ
スト電器などからのスカウト人事で人的資源の獲得
に努力してきた形跡はあるが，実際に海外事業は中
国進出が始めてであり，国際化のノウハウ・人的資
源は乏しいといえる。
3　プル要因の家電市場の将来性に関しては，国内市
場が狭隘な韓国を除いて大きい。中国では韓国メー
カーや中国メーカーの成長が著しいとはいえ，3・4
級市場や内陸部の市場開拓はまだまだこれからであ
る。近年，経済発展により中間層がかなり増加して
きたタイ，ベトナム，インドネシアなど東南アジア
におけるビジネスチャンスは大きい。問題は競争的
な小売市場と安定的な民主政治である。韓国では家
電品の生産者市場が複占構造であり，小売段階まで
寡占的製造企業の影響が大きく，競争的な小売市場
が形成されていない。もちろん独禁法運用との関連
もあるが，国内家電量販店の目立った成長もみられ
ず，まして海外からの参入は困難であろう。また，
図７　日本家電量販店の東アジア進出モデル
出所）関根孝［2013]。
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かつて著名な企業家が「われわれにとっては保守で
も革新でもどちらでもいい。商売にとって重要なこ
とは政治的な安定である」と述べていた。もちろん
民主主義という前提があることはいうまでもない。
小売業の国際化のプル要因としても，政治的安定は
同様に必要条件となる。東アジアの場合，政治的混
乱が国際化の桎梏になるケースが少なくない。
4　進出国における考慮要因として，日系家電メー
カーの現地工場があれば，当該家電品の調達には有
利に働く。しかし，卸売システムや物流インフラが
整備されていなかったり，アフターサービスの提供
に関して国内外業者を差別したり，恣意的な政府に
よる政策や独禁法の未整備であったりして，日系企
業の事業展開の妨げになっているケースは多い。
今後の研究課題としては，ここで示した日本の家電
量販店の東アジア進出モデルは下位レベルのモノであ
り，この「中範囲の理論」をいかに上位に向かって抽
象化するかである。
注
1）メディアマルクト HP（2013 年 2 月）。
2）田島他［1985］2 頁。
3）同上書 5 頁。
4）塩路［2002］39 頁。
5）Cox［1965］ pp. 143-162.
6）関［2013］3 頁。
7）現地業界関係者に対する聞き取り調査による。
8）現地日系企業に対する聞き取り調査による。
9）Goldman［1963］.
10）Iyer［1997］.
11）Kotler et al.［2009］ p. 45.
12）中国での聞き取り調査による。
13）日本経済新聞（2013 年 1 月 22 日付）。
14）日本 MJ（2013 年 4 月 3 日付）。
15）関根［2012］43-44 頁。
16）趙［2012］18-23 頁。
17）久保村［2010］3 頁。
18）ドラッカー［1954］訳本（上）50 頁。
19）山下他［2012］44 頁。
20）Dawson［1994］ pp. 269-270.
21）Salmon et al.［1988］ p. 4.
22）Hunt［1976］ p. 8.／久保村［2010］14-15 頁。
23）Vida et al.［1998］ pp. 143-151.
24）op. cit., p. 147.
25）日経 MJ（2013 年 1 月 7 日付）。
26）Johnston et al.［2012］ p. 38.
27）Alexander et al.［2000］ pp. 334-353.
28）Siebers［2011］ pp. 26-35.
29）業界関係者に対する聞き取り調査による。
30）Siebers［2011］ pp. 149-150.
31）Levy［2007］ pp.146-150.
32）大型店の急増で中小小売業比率の急減などの小売構造の変
化に対応してロワイエ法（1973 年）を改正し，「マルシェ」
などを守るために大型店の出店規制強化した法律（田中
［2007］）。
33）聞き取り調査および日経 MJ（2012 年 12 月 14 日付）。
34）矢作［2007］17 頁。
35）日本経済新聞（2013 年 2 月 21 日付）。
36）日本経済新聞（2010 年 6 月 8 日付）。経済産業省では，総
合的な公的負担を法人税のほか固定資産税などその他の税負
担，社会保険料の事業主負担も含めて算出している。
37）ユニクロ HP（2013 年 3 月）。
38）『東洋経済』［2007］（5 月 12 日号）。『週刊ダイヤモンド』
［2008］（6 月 21 日号）。
39）Levy［2007］ pp. 142-143.
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